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(百万円未満切捨て)
１．平成27年３月期の連結業績（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期 19,498 3.1 794 29.2 1,167 18.8 837 3.3

26年３月期 18,917 11.2 615 32.2 983 32.3 811 22.4

(注) 包括利益 27年３月期 1,175 百万円 ( 26.8％) 26年３月期 926 百万円 ( 19.8％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

　27年３月期 25.12 ― 8.6 3.8 4.1

　26年３月期 24.32 ― 9.2 3.3 3.3

(参考) 持分法投資損益 27年３月期 358百万円 26年３月期 403百万円
　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

　27年３月期 31,308 10,229 32.7 306.81

　26年３月期 30,784 9,237 30.0 277.02

(参考) 自己資本 　27年３月期 10,229百万円 　26年３月期 9,237百万円
　

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

　27年３月期 3 △82 △92 1,244

　26年３月期 1,214 △40 △1,015 1,416
　

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

26年３月期 ― 0.00 ― 4.00 4.00 133 16.4 1.4

27年３月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00 200 23.9 2.0

28年３月期(予想) ― 0.00 ― 6.00 6.00 23.5
　

３．平成28年３月期の連結業績予想（平成27年４月１日～平成28年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―

通 期 20,000 2.6 800 0.7 1,200 2.8 850 1.5 25.49
(注）第２四半期連結累計期間の業績予想につきましては、業績管理を年次で行っているため、開示しておりません。
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※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

　
（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 27年３月期 34,294,400 株 26年３月期 34,294,400 株

② 期末自己株式数 27年３月期 953,208 株 26年３月期 950,302 株

③ 期中平均株式数 27年３月期 33,342,194 株 26年３月期 33,354,035 株

　

(参考) 個別業績の概要

１．平成27年３月期の個別業績（平成26年４月１日～平成27年３月31日）

（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期 17,548 3.6 669 30.5 927 38.8 616 6.8

26年３月期 16,940 14.4 513 25.0 668 19.9 577 28.8
　

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

27年３月期 18.49 ―

26年３月期 17.31 ―
　

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年３月期 28,505 8,340 29.3 250.17

26年３月期 28,579 7,714 27.0 231.37

(参考) 自己資本 27年３月期 8,340百万円 26年３月期 7,714百万円
　

※ 監査手続の実施状況に関する表示

　この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、

金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績

予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料2ページ「経営成績に

関する分析」をご覧ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

・当期の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和により、企業収益

や雇用・所得環境の改善傾向が続いているものの、消費増税による個人消費の低迷が長引いて

おり、また急速な円安による輸入原材料の高騰や新興国経済の減速傾向などにより、先行きに

は不透明感が残る状況となっております。

当社グループが属する建設業界は、建設労働者や資機材不足による工事遅延・着工遅れや仕

入コスト増の影響があり、また地域間での濃淡が見られるものの、首都圏の道路整備事業等の

大型プロジェクトや東北地方の震災復興関連事業を中心に、全体として建設需要は堅調に推移

しました。

このような経営環境のなか、当社グループは、中期経営計画の2年目となり「賃貸重視の営業

力強化」をはじめとする重点施策に取り組み、安定的な収益の確保に努めました。国内では、

賃貸単価は適正な水準には至らないものの前期比較で改善傾向が続いております。一方で、海

外のタイ丸建株式会社は、タイ国の政情不安により、一部の工事案件で着工遅れなどの影響が

見られましたが、年度後半以降緩やかに回復しています。

以上の結果、当社グループの当連結会計年度における業績は、売上高194億98百万円（前期比

5億81百万円、3.1％増）、営業利益7億94百万円（同1億79百万円、29.2％増）、経常利益11億67

百万円（同1億84百万円、18.8％増）、当期純利益8億37百万円（同26百万円、3.3％増）と増収

増益になりました。

　

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

　①重仮設事業

販売量を抑制した一方で、首都圏や東北地方を中心に賃貸稼働量が増加したため、売上高

は151億88百万円（前期比2億17百万円、1.5％増）、賃貸単価の改善などによりセグメント

利益は12億83百万円（同1億80百万円、16.4％増）となりました。

　②重仮設工事事業

一部工事案件の遅延・着工遅れはあるものの、全体としては大型建築工事が進捗したた

め、売上高は25億52百万円（同3億66百万円、16.8％増）、セグメント利益は96百万円（同

29百万円、44.5％増）となりました。

　③土木・上下水道施設工事等事業

官庁・民間工事ともに堅調に推移したため、売上高は17億73百万円（同2百万円、0.1％

増）、セグメント利益は64百万円（同17百万円、38.4％増）となりました。

　

（注）セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
　

・次期の見通し

平成27年度の建設業界につきましては、国内では、前年度と同様に首都圏大型プロジェクト

案件や震災復興需要を中心に、公共投資・民間設備投資ともに堅調に推移する一方で、人手不

足の状況は解消されず、工事着工遅れにより一部で足元の受注案件の減少も予想されます。ま

た海外では、タイ丸建株式会社は、タイ国の政情不安による影響から緩やかに回復していくと

思われます。

これらの状況から、平成28年3月期の連結業績の見通しにつきましては、売上高200億円（前

期比2.6％増）、営業利益8億円（同0.7％増）、経常利益12億円（同2.8％増）、当期純利益8億50

百万円（同1.5％増）を見込んでおります。
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（２）財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の資産の部は、受取手形及び売掛金の増加額2億83百万円や建設機材の増加額

2億82百万円などにより、前期比5億24百万円増の313億8百万円となりました。

負債の部は、長・短借入金の増加額1億6百万円があったものの、支払手形及び買掛金の減少額8

億33百万円などにより、前期比4億68百万円減の210億79百万円となりました。

純資産の部は、当期純利益8億37百万円の計上などにより、前期比9億92百万円増の102億29百万

円となり、自己資本比率は2.7ポイント増の32.7％となりました。

②キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益11億66百万円による資金の

増加額がありましたが、前期（第46期）の下期に仕入れた建設機材の支払が当期に集中したこ

とによる資金の減少額（仕入債務の減少額）8億33百万円や、売上債権の増加額2億83百万円な

どの資金の減少がありました。その結果、営業活動により獲得した資金は前期実績12億14百万

円から12億10百万円減の3百万円にとどまりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は、82百万円（同42百万円増）となりました。これは主に、工

場設備更新投資などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は、92百万円（同9億22百万円減）となりました。これは主に、

配当金の支払いを行ったことによるものであります。

以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前期比1億71百万円減の12億44百万

円となりました。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期

自己資本比率（％） 24.7 26.8 28.6 30.0 32.7

時価ベースの自己資本比率（％） 16.5 22.4 23.2 23.1 28.0

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

9.4 8.5 26.4 9.2 ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

9.9 11.6 4.4 13.4 0.1

（注）自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

※1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※3.キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸

借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払

いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、利益配分につきましては、まず適正な利益を確保し、株主の皆様への利益の還元、企業

体質強化のための内部留保について、最適配分に努めております。特に株主の皆様への利益の還元

において、安定した配当を継続して行うことを会社の基本方針としております。また、当社の剰余

金の配当は、期末配当の年1回を基本的な方針としております。

当期の配当は、当期純利益が前期比26百万円増益の8億37百万円となりましたため、平成27年3月

17日公表の「平成27年3月期配当予想の修正に関するお知らせ」のとおり、前期比2円増配の普通配

当1株当たり6円とする予定であります。内部留保資金につきましては、収益構造の転換と財務体質

の改善を推進するために投入していきたいと考えております。

また、次期（平成28年3月期）の配当に関しましては、安定した配当を継続して行うという基本方

針に基づき普通配当1株当たり6円とする予定であります。
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２．企業集団の状況

当社グループは当社、子会社6社および関連会社2社で構成され、建設基礎工事用仮設鋼材の賃貸お

よび販売ならびに修理・加工、各種異形仮設材の製作を主な内容とし、さらに杭打抜・山留架設工

事、地中連続壁工事等および土木・上下水道施設工事等の事業活動を展開しております。

当社グループの事業に係わる位置付けおよびセグメントとの関連は次のとおりであります。

区分 事業内容 会社名

重仮設
建設基礎工事用仮設鋼材等の

賃貸、販売、修理、加工等

当社・東北工業㈱・東播工業㈱・九州レプロ㈱

協友リース㈱・THAI MARUKEN CO.,LTD.

重仮設工事

建設基礎工事用仮設鋼材の杭打

抜・山留架設工事、地中連続壁工

事等

当社・丸建工事㈱・丸建基礎工事㈱

土木・上下水道

施設工事等

土木・上下水道施設工事、建築

設備工事および工場プラント工事
興信工業㈱

当社グループの事業系統図は次のとおりであります。

　

　

(注) 上記子会社６社は全て連結しており、また関連会社２社も全て持分法を適用しております。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

当社は、土木建築工事に欠かせない建設基礎工事用仮設鋼材の賃貸、販売、工事などを主たる事

業として展開しており、取引先である建設業界のニーズに応え、社会資本整備の一端を担ってまい

ります。

当社は、経営の基本理念として以下の三項目を掲げ、役員、従業員一丸となって経営環境の変化

に対応し、迅速かつ適切な意思決定が行われるべく、企業体質の強化に取り組んでおります。

① 社会・株主に対して存在価値の高い会社を目指します。

② 顧客より高い評価と信頼を受ける会社を目指します。

③ 厳しい中にも公正で夢と誇りを持てる会社を目指します。

また、中期経営計画の基本方針として「安定的な収益確保による成長に向けての礎構築」を掲げ

ており、収益基盤の強化を図ってまいります。

（２）会社の対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、国内景気は緩やかながら回復基調が持続することが予想されるも

のの、新興国経済の減速リスクや国際政治情勢などの不安定要素を抱えており、先行きには不透明

感が残る状況となっております。

このような環境下、建設業界におきましては、引き続き震災復興需要や首都圏大型プロジェクト

案件などを中心に、今後はオリンピック・パラリンピック関連の需要増も期待でき、建設投資は前

年度と同様に堅調に推移することが見込まれます。一方で、建設技術者・労働者不足が長期化して

おり、仕入コスト増や、工事遅延・着工遅れが暫くの間続くことが予想され、特に第48期の上半期

を中心に当社業績へ影響を及ぼすことが懸念されます。また、2020年以降はこれらの需要が減少す

るため、再び厳しい業界環境になると思われます。

当社におきましては、第48期は2013年度からスタートした3ヶ年を期間とする中期経営計画の最終

年度となりますが、引き続き重点施策である「賃貸重視の営業力強化」、「木目細かい地域戦略の推

進」、「人材の育成」、「連結ベースでの業容拡大」、「財務体質の強化」に取り組み、中長期間に亘

り、安定的な収益を確保できる様に努めてまいります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの利害関係者は、関連会社のタイ丸建株式会社を除き、国内の株主、債権者、取引

先が中心であり、また海外からの資金調達の必要性が乏しいことから、会計基準につきましては日

本基準を採用しております。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,416 1,244

受取手形及び売掛金 7,337 7,620

建設機材 9,549 9,831

商品 97 65

材料貯蔵品 306 299

未成工事支出金 123 162

繰延税金資産 246 92

その他 290 307

貸倒引当金 △101 △79

流動資産合計 19,264 19,546

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,608 3,622

減価償却累計額 △2,637 △2,703

減損損失累計額 △191 △191

建物及び構築物（純額） 780 727

機械装置及び運搬具 3,160 3,168

減価償却累計額 △2,963 △2,972

減損損失累計額 △11 △11

機械装置及び運搬具（純額） 186 184

土地 ※3 8,042 ※3 8,042

リース資産 293 325

減価償却累計額 △104 △151

リース資産（純額） 189 174

その他 144 149

減価償却累計額 △113 △116

減損損失累計額 △0 △0

その他（純額） 30 32

有形固定資産合計 9,228 9,161

無形固定資産 8 12

投資その他の資産

投資有価証券 ※1 2,037 ※1 2,416

長期貸付金 2 2

長期前払費用 2 2

繰延税金資産 69 -

その他 257 238

貸倒引当金 △86 △70

投資その他の資産合計 2,283 2,589

固定資産合計 11,520 11,762

資産合計 30,784 31,308
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,289 6,455

短期借入金 5,860 5,400

1年内返済予定の長期借入金 1,814 1,355

リース債務 60 67

未払法人税等 37 69

未払費用 860 892

未成工事受入金 220 443

賞与引当金 8 8

役員賞与引当金 15 25

工事損失引当金 1 -

その他 461 540

流動負債合計 16,629 15,258

固定負債

長期借入金 3,485 4,510

リース債務 138 116

繰延税金負債 15 56

再評価に係る繰延税金負債 ※3 1,101 ※3 999

退職給付に係る負債 176 138

固定負債合計 4,917 5,821

負債合計 21,547 21,079

純資産の部

株主資本

資本金 2,651 2,651

資本剰余金 924 924

利益剰余金 3,919 4,574

自己株式 △133 △134

株主資本合計 7,362 8,016

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 140 237

土地再評価差額金 ※3 1,820 ※3 1,922

為替換算調整勘定 △65 12

退職給付に係る調整累計額 △20 39

その他の包括利益累計額合計 1,874 2,212

純資産合計 9,237 10,229

負債純資産合計 30,784 31,308
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 18,917 19,498

売上原価 ※1 16,223 16,623

売上総利益 2,693 2,874

販売費及び一般管理費

報酬及び給料手当 1,106 1,107

福利厚生費 205 208

退職給付費用 85 72

地代家賃 174 172

貸倒引当金繰入額 5 -

役員賞与引当金繰入額 15 25

その他 486 493

販売費及び一般管理費合計 2,078 2,080

営業利益 615 794

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 8 10

受取地代家賃 21 26

持分法による投資利益 403 358

貸倒引当金戻入額 12 29

その他 38 41

営業外収益合計 485 466

営業外費用

支払利息 89 75

その他 28 17

営業外費用合計 117 93

経常利益 983 1,167

特別利益

投資有価証券売却益 6 -

固定資産売却益 ※2 1 -

特別利益合計 7 -

特別損失

固定資産除却損 ※3 6 -

減損損失 ※4 16 -

ゴルフ会員権評価損 1 1

特別損失合計 23 1

税金等調整前当期純利益 966 1,166

法人税、住民税及び事業税 61 100

法人税等調整額 94 228

法人税等合計 155 329

少数株主損益調整前当期純利益 811 837

当期純利益 811 837
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 811 837

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 54 97

土地再評価差額金 - 102

持分法適用会社に対する持分相当額 61 78

退職給付に係る調整額 - 59

その他の包括利益合計 115 337

包括利益 926 1,175

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 926 1,175

少数株主に係る包括利益 - -
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,651 924 3,208 △129 6,654

会計方針の変更によ

る累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
2,651 924 3,208 △129 6,654

当期変動額

剰余金の配当 △100 △100

当期純利益 811 811

自己株式の取得 △3 △3

自己株式の処分 0 0 0

持分法適用会社の減

少による利益剰余金

増加高

―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― 0 710 △3 707

当期末残高 2,651 924 3,919 △133 7,362

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金 為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 86 1,820 △127 ― 1,779 8,434

会計方針の変更によ

る累積的影響額
―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
86 1,820 △127 ― 1,779 8,434

当期変動額

剰余金の配当 △100

当期純利益 811

自己株式の取得 △3

自己株式の処分 0

持分法適用会社の減

少による利益剰余金

増加高

―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
54 ― 61 △20 95 95

当期変動額合計 54 ― 61 △20 95 802

当期末残高 140 1,820 △65 △20 1,874 9,237
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当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,651 924 3,919 △133 7,362

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△55 △55

会計方針の変更を反映

した当期首残高
2,651 924 3,864 △133 7,306

当期変動額

剰余金の配当 △133 △133

当期純利益 837 837

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 0 0 0

持分法適用会社の減

少による利益剰余金

増加高

6 6

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― 0 710 △0 710

当期末残高 2,651 924 4,574 △134 8,016

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価差額金 為替換算調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 140 1,820 △65 △20 1,874 9,237

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△55

会計方針の変更を反映

した当期首残高
140 1,820 △65 △20 1,874 9,181

当期変動額

剰余金の配当 △133

当期純利益 837

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 0

持分法適用会社の減

少による利益剰余金

増加高

6

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額）
97 102 77 60 337 337

当期変動額合計 97 102 77 60 337 1,048

当期末残高 237 1,922 12 39 2,212 10,229
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 966 1,166

減価償却費 163 178

減損損失 16 -

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △23 △35

賞与引当金の増減額（△は減少） 1 0

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1 9

工事損失引当金の増減額（△は減少） 1 △1

貸倒引当金の増減額（△は減少） △318 △38

受取利息及び受取配当金 △8 △10

支払利息 89 75

持分法による投資損益（△は益） △403 △358

有形固定資産売却損益（△は益） △1 -

固定資産除却損 6 -

投資有価証券売却損益（△は益） △6 -

ゴルフ会員権評価損 1 1

売上債権の増減額（△は増加） △239 △283

たな卸資産の増減額（△は増加） △554 △286

その他の流動資産の増減額（△は増加） △100 △44

その他の固定資産の増減額（△は増加） 324 19

仕入債務の増減額（△は減少） 1,018 △833

未払消費税等の増減額（△は減少） △29 102

その他の流動負債の増減額（△は減少） 317 253

その他 △9 △10

小計 1,213 △97

利息及び配当金の受取額 167 220

利息の支払額 △90 △77

法人税等の支払額 △74 △42

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,214 3
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 23 0

有形固定資産の取得による支出 △86 △73

有形固定資産の売却による収入 32 0

有形固定資産の除却による支出 △9 △2

無形固定資産の取得による支出 △1 △8

貸付けによる支出 △2 △2

貸付金の回収による収入 3 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △40 △82

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,540 △460

長期借入れによる収入 2,700 2,540

長期借入金の返済による支出 △2,017 △1,974

リース債務の返済による支出 △54 △64

自己株式の取得による支出 △3 △0

自己株式の売却による収入 0 0

配当金の支払額 △100 △133

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,015 △92

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 158 △171

現金及び現金同等物の期首残高 1,257 1,416

現金及び現金同等物の期末残高 1,416 1,244
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

　

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

　 １ 連結の範囲に関する事項

　子会社はすべて連結しており、その数は6社であります。

　その会社名は、興信工業㈱・丸建工事㈱・丸建基礎工事㈱・東北工業㈱・東播工業㈱・九州

レプロ㈱であります。

　

　 ２ 持分法の適用に関する事項

(1) 関連会社はすべて持分法を適用しており、その数は2社であります。

その会社名は、協友リース㈱・THAI MARUKEN CO.,LTD.であります。

　なお、持分法適用会社でありましたHIROSE MARUKEN VIETNAM COMPANY LIMITEDは、増資によ

り当社の持分比率が低下したため、当連結会計年度より持分法適用の範囲から除外しておりま

す。

　

(2) 持分法の適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に

係る財務諸表を使用しております。

　

　 ３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、興信工業㈱・丸建基礎工事㈱・東北工業㈱・東播工業㈱・九州レプロ㈱

の決算日は12月31日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、それぞれ同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　

　 ４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

ております。）

　 時価のないもの……移動平均法による原価法によっております。

②デリバティブ取引により生じる正味の債権(及び債務)の評価基準及び評価方法

時価法によっております。

③建設機材の評価基準及び評価方法

　購入年度別、総平均法による原価から定額法による減耗費を控除した額(収益性の低下によ

る簿価切下げの方法)によっております。

④たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

　評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

　 (a) 商品、材料貯蔵品

　 総平均法によっております。

　 (b) 未成工事支出金

　 個別法によっております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を

除く)については定額法によっております。

　なお、耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～50年
機械装置及び運搬具 ２年～18年
その他(工具、器具及び備品) ２年～20年

　また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

④長期前払費用

均等償却によっております。

　

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘

案した信用格付けに基づく引当率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。ただし、当社は賞与

支給見込額を未払費用として計上しております。

③役員賞与引当金

　当社及び連結子会社１社は、支給される役員賞与に備えるため、支給見込額を計上してお

ります。

④工事損失引当金

　当社は、受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における請負工事の

うち、損失の発生が見込まれ、かつその金額を合理的に見積もることが出来る工事について、

損失見込額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準変更時差異の費用処理方法

　会計基準変更時差異（619百万円）は、15年による定額法により費用処理しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（11年）によ

る定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進

行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用

しております。

　

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理によってお

ります。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段……金利スワップ取引

・ヘッジ対象……借入金金利

③ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度等を定めた社内管理規程に基づき、金利

リスクの軽減、資金調達コストの低減を目的に金利スワップ取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段の想定元本とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始

時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定

できるため、ヘッジの有効性の評価を省略しております。

　

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期

的な投資からなっております。

　

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税は、税抜方式を採用しております。
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(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成

27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給

付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び

勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に

基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重

平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

っており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う

影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が86百万円増加し、利益剰余金が55百

万円減少しております。なお、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。

　

(追加情報)

(法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正)

「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月

31日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、

平成27年４月１日以降に解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の

35.64%から、回収又は支払が見込まれる期間が平成27年４月１日から平成28年３月31日までのも

のは33.10%、平成28年４月１日以降のものについては32.34%にそれぞれ変更されております。

　その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債を控除した金額)が4百万円減少し、当連結会計年

度に計上された法人税等調整額が18百万円、その他有価証券評価差額金が11百万円、退職給付に

係る調整累計額が2百万円それぞれ増加しております。また、再評価に係る繰延税金負債が102百

万円減少し、土地再評価差額金が同額増加しております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 関連会社に対する金額は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

投資有価証券(株式) 1,431百万円 1,655百万円
　

２ 保証債務

　連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対し、次のとおり債務保証を行っております。

　
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

当社従業員(住宅資金) 46百万円 32百万円

THAI MARUKEN CO., LTD. 　 98百万円※ ―

(BAHT31,200千)

計 145百万円 32百万円
※Italian-Thai Development
Public CO., LTD.の再保証額 50百万円 ―

　

※３ 土地の再評価

当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布法律第34号)に基づき、平成14年３

月31日に事業用の土地の再評価を行っております。

なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律(平成11年３月

31日公布法律第24号)に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負

債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に

計上しております。

（再評価の方法）

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める

「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する為に国税

庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」に時点修正等の合理的な調整を行って算定し

ております。

（再評価を行った年月日） 平成14年３月31日

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

再評価を行った土地の期末に
おける時価の合計額が再評価
後の帳簿価額の合計額を下回
る金額

2,542百万円 2,501百万円

なお、「再評価を行った土地の期末における時価」は、不動産鑑定評価を基礎とし、地価公示価

格の推移を勘案して時点修正による補正等、合理的な調整を行って算出しております。

　

　４ コミットメントライン

当社の資金調達基盤の安定と効率化を図ることを目的に、取引銀行３行とシンジケーション方

式による貸出コミットメント契約を締結しております。当連結会計年度末における貸出コミット

メントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

貸出コミットメントの総額 1,200百万円 1,200百万円

借入実行残高 ―百万円 ―百万円

差引額 1,200百万円 1,200百万円
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(連結損益計算書関係)

※１ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額

　
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

1百万円 ―百万円
※２ 固定資産売却益の内訳

　
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

機械装置及び運搬具 1百万円 ―百万円
　

※３ 固定資産除却損の内訳

　
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

建物及び構築物 5百万円 ―百万円

機械装置及び運搬具 0百万円 ―百万円

その他（工具、器具及び備品） 0百万円 ―百万円

計 6百万円 ―百万円
　

※４ 減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　

場所 用途 種類
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

千葉県成田市 遊休資産 土地・建物等 9百万円 ―百万円

愛知県稲沢市 遊休資産 土地 7百万円 ―百万円

計 16百万円 ―百万円
当社グループは、本業に係わる事業用資産とその他の資産に分類し、事業用資産については地

域別に、その他の資産に含まれ将来の使用が見込まれない遊休資産については個々の物件ごとに

グルーピングを行っております。

上記資産は、将来の利用計画がない売却予定資産のため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し

ております。減損損失の測定に使用した回収可能価額は、不動産鑑定評価等を基にした正味売却

価額により評価しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

当社グループは、建設基礎工事用仮設鋼材の賃貸、販売、修理、加工等を中心に、更に杭打

抜・山留架設工事、土木・上下水道施設工事等の事業活動を展開しております。従って、「重仮

設」「重仮設工事」「土木・上下水道施設工事等」を報告セグメントとしております。

「重仮設」は、建設基礎工事用仮設鋼材の賃貸、販売、修理、加工等を、「重仮設工事」は、建

設基礎工事用仮設鋼材の杭打抜・山留架設工事、地中連続壁工事等を、「土木・上下水道施設工事

等」は、土木・上下水道施設工事、建築設備工事及び工場プラント工事を行っております。

　

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益をベースと

した数値であります。

　

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　

　 前連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

重仮設 重仮設工事
土木・上下水
道施設工事等

計

売上高

外部顧客への売上高 14,965 2,183 1,767 18,917 － 18,917

セグメント間の内部
売上高又は振替高

6 1 2 10 △10 －

計 14,971 2,185 1,770 18,927 △10 18,917

セグメント利益 1,102 67 46 1,216 △601 615

セグメント資産 24,898 1,078 941 26,918 3,866 30,784

その他の項目

減価償却費 142 10 8 161 2 163

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

191 8 8 208 5 214

(注) １ 調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額△601百万円は、主に報告セグメントに帰属しない当社管理部門に係る費用であ

ります。

(2)セグメント資産の調整額3,866百万円は、主に当社の余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資

有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

(3)その他の項目の減価償却費の調整額２百万円及び有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額５百万

円は、主に当社管理部門に係るものであります。

２ セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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　 当連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額(注)２

重仮設 重仮設工事
土木・上下水
道施設工事等

計

売上高

外部顧客への売上高 15,175 2,552 1,770 19,498 － 19,498

セグメント間の内部
売上高又は振替高

13 － 2 16 △16 －

計 15,188 2,552 1,773 19,514 △16 19,498

セグメント利益 1,283 96 64 1,445 △650 794

セグメント資産 25,058 1,001 1,262 27,322 3,986 31,308

その他の項目

減価償却費 153 11 9 174 3 178

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

93 4 11 109 7 117

(注) １ 調整額は、以下のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額△650百万円は、主に報告セグメントに帰属しない当社管理部門に係る費用であ

ります。

(2)セグメント資産の調整額3,986百万円は、主に当社の余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資

有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

(3)その他の項目の減価償却費の調整額3百万円及び有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額7百万円

は、主に当社管理部門に係るものであります。

２ セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

　

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり純資産額 277.02円 306.81円

１株当たり当期純利益金額 24.32円 25.12円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(百万円) 811 837

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 811 837

普通株式の期中平均株式数(株) 33,354,035 33,342,194

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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